
○久喜市空家等の適切な管理に関する条例 

令和３年３月１８日 

条例第１０号 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第

１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、空家等の対策に関し必

要な事項を定めることにより、生活環境の保全及び防犯のまちづくりの推進を

図り、もって市民の安全で安心な暮らしの実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「空家等」とは、法第２条第１項に規定する空家等で

あって、本市の区域に所在するものをいう。 

２ この条例において「特定空家等」とは、法第２条第２項に規定する特定空家

等であって、本市の区域に所在するものをいう。 

３ この条例において「管理不全空家等」とは、法第１３条第１項に規定する管

理不全空家等であって、本市の区域に所在するものをいう。 

４ この条例において「所有者等」とは、空家等を所有し、又は管理する者をい

う。 

５ この条例において「市民」とは、市内に居住し、若しくは滞在し、又は通勤

し、若しくは通学する者をいう。 

（所有者等の責務） 

第３条 所有者等は、特定空家等又は管理不全空家等にならないよう空家等を適

切に管理しなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、法第７条第１項に定める空家等対策計画を策定し、これに基づく

空家等に関する対策を実施するとともに、必要な措置を適切に講ずるものとす

る。 



（情報提供） 

第５条 市民は、管理不全空家等があると認めるときは、速やかに市にその情報

を提供するよう努めるものとする。 

（緊急安全措置） 

第６条 市長は、管理不全空家等又は特定空家等（以下この条及び次条において

「措置対象空家」という。）に起因して、地域住民の生命、身体又は財産に重

大な危害を及ぼすおそれがあり、緊急を要するため所有者等が必要な措置を講

ずる時間的余裕がないと認めるときは、当該危害を避けるための必要最小限の

措置として規則で定めるもの（以下「緊急安全措置」という。）を講ずること

ができる。 

２ 市長は、緊急安全措置を講じようとするときは、当該措置対象空家の所有者

等の同意を得なければならない。ただし、当該措置対象空家の所有者等を確知

することができないとき、当該措置対象空家の所有者等の所在が判明しないと

きその他やむを得ない事由により当該措置対象空家の所有者等の同意が得られ

ないときは、この限りでない。 

３ 市長は、緊急安全措置を講じたときは、その内容を当該措置対象空家の所有

者等に通知しなければならない。ただし、当該措置対象空家の所有者等を確知

することができないとき又は当該措置対象空家の所有者等の所在が判明しない

ときは、当該通知の内容を公示しなければならない。 

４ 市長は、緊急安全措置に係る費用を支出したときは、当該措置対象空家の所

有者等にその費用を請求することができる。 

（立入調査） 

第７条 市長は、前条第１項の規定の施行に必要な限度において、職員又は委任

した者に措置対象空家に立ち入らせ、必要な調査をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 



（職務権限を示す証明書の携帯等） 

第８条 緊急安全措置又は前条第１項の規定による立入調査をする職員又は委任

を受けた者は、その職務権限を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったと

きは、これを提示しなければならない。 

（協力の要請） 

第９条 市長は、空家等の適切な管理のために必要があると認めるときは、関係

機関に対し、必要な協力を求めることができる。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にこの条例による改正前の久喜市空き家等の適正管理に関

する条例第４条の規定によりされた助言、同条例第７条第１項の規定によりさ

れた指導又は同条例第７条第２項の規定によりされた勧告は、それぞれこの条

例の相当規定によりされた助言、指導又は勧告とみなす。 

３ この条例の施行前にこの条例による改正前の久喜市空き家等の適正管理に関

する条例第８条の規定によりされた命令又は同条例第９条第１項の規定により

された公表については、なお従前の例による。 

附 則（令和６年３月２５日条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


